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はじめに 

日本レーザー医学会が行った本アンケート調査実施にあたり、日本形成外科学会、日本
皮膚科学会のご協力を戴きましたことをここに記し、両学会関係者の皆様に深謝いたしま
す。学術・教育委員会として追加のアンケート調査を行う予定でしたが、COVID19 感染
拡大など諸般の事情から断念せざるを得ず、初回アンケート調査について結果報告（中間
報告）させていただくことになりました。 

 

１． 目的 

特定非営利活動法人日本レーザー医学会が認定するレーザー専門医は、厚生労働省から
「医療に関する広告が可能となった医師等の専門性に関する資格名」のひとつとして認め
られている。しかしレーザー専門医取得者の人数が少ないこと、レーザーが診療科として
認められていないこと等から、一般社団法人日本専門医機構が認定するサブスペシャルテ
ィ領域専門医の定義から大きな隔たりがある。そこで、まず全国の大学医学部附属病院を
対象にレーザー治療に関する専門外来や部門の有無、レーザー専門医・指導医に対する認
知度等の現況調査を行うことを目的とした。 

 

２． 方法 

① レーザー専門医の大半が形成外科医および皮膚科医であることから、日本形成外科
学会および日本皮膚科学会にアンケート実施の了承を得た。 

 
② 全国の大学医学部附属病院（148 施設）に下記の内容のアンケートを郵送し、Fax

か E-mail 添付での回答依頼を行い、期間は 2021 年 7 月 1 日から 7 月 31 日まで
の間で行った。 



  

 

 



３． 結果 

① 回答状況（回答数） 

  

 

② 回答内容 
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